
最近の知的財産をめぐる動向と政策
～知的財産推進計画2021～

２０２１年８月２６日

桜坂法律事務所 弁護士 林 いづみ

中小企業における知財戦略の在り方に関する検討会



１．インターネットの普及とAI機械学習の進展
オープン＆クローズ戦略の深化と競争領域の変化：

データは「新たな情報財」⇒産業競争力の中核へ

２．包括的データ戦略（2021/6)
1) 実証実験・PoC止まりから，実用サービス提供へ

・政府・自治体がデータプラットフォームの役割を果たす

・プラットフォーム1st，アーキテクチャ1st

2) データ連携基盤 ①探せる ②使える ③つながる

３．DFFT（自由・健全・適正なデータ流通）
→2018年：抑止力としての限定提供データ制度（不競法）

→2021年：意図しない流通・利用防止のための仕組み

データ取引当事者の懸念・不安を払しょくするための

「データ取扱いルール」を具体化するガイドライン策定へ
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2003年→2021年の変化
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デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和3年6月18日）概要https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20210618/siryou4.pdf



知財推進計画２０２１の概要 https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/kettei/chizaikeikaku20210713_gaiyou.pdf



前提としての現状認識 （計画概要P1）
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知財などの無形資産とその活用方策を含む事業全体の価値が適切に評価され、投資家や金融
機関がより資金を提供しやすい環境を整備
・ 事業全体を対象とする担保制度について検討
・ 「知財ビジネス提案書」の作成支援を地域金融機関等に対し行う
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５．スタートアップ・中小企業/農業分野の知財活用強化
（１）スタートアップ・中小企業の知財取引の適正化

（現状と課題）

 スタートアップ：自社の技術力の高さの証明、円滑な資金調達や出口戦略においても有利，
大企業と対等なアライアンスを構築

 ９９．７％は中小企業：知財やノウハウを重視する中小企業は生産性が高い傾向

 スタートアップ・中小企業が、大企業との連携を進める中で、スタートアップ・中小企業
が公正かつ自由に競争できる環境の整備が求められている

＊ 公正取引委員会「製造業者のノウハウ・知的財産権を対象とした優越的地位の濫用行為等に関する実態
調査報告書」（2019年６月）、同「スタートアップの取引慣行に関する実態調査報告書」2020年11月

・「スタートアップとの事業連携に関する指針」（2021年３月公正取引委員会・経済産業省）

・特許庁・経産省 2020年６月「研究開発型スタートアップと事業会社のオープンイノベー
ション促進のためのモデル契約書ver1.0」、2021年３月 モデル契約書 AI編

・中小企業庁 2021年３月「知的財産取引に関するガイドライン」（秘密保持契約書や製造委
託契約書等のひな形、大企業との間で共同開発した際の知財の取扱い等について中小企業が留
意すべき点など）

要 注 意 ！ モ デ ル 契 約 書 を そ の ま ま 使 え る ケ ー ス は 滅 多 に な い 。
オープンイノベーションの考え方や交渉術を学び，交渉の入口として修正しながら活用すべし！

（施策の方向性）

片務的な秘密保持契約の締結、取引上の立場を利用したノウハウの開示や知的財産権の無償譲
渡などは求めないとする内容を含む「パートナーシップ構築宣言」など。
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５．スタートアップ・中小企業/農業分野の知財活用強化
（２）スタートアップ・中小企業の知財活用支援

特許庁
 スタートアップ向けの知財ポータルサイト「IP BASE」https://ipbase.go.jp/learn/

・知財アクセラレーションプログラム（IPAS）ビジネス専門家(ベンチャーキャピタル、コンサル等）と、知財専門家(弁理士、弁護士等）か
ら成る知財メンタリングチームをスタートアップに派遣し、スタートアップの事業戦略に連動した知財戦略の構築を支援する

＊「IPASを通じて見えた知財メンタリングの基礎」
https://ipbase.go.jp/assets/pdf/ipbase_case_study_1.pdf

＊「知財戦略支援から見えたスタートアップがつまずく１４の課題とその対応策」
https://ipbase.go.jp/assets/pdf/ipbase_case_study_2.pdf

FACEBOOK「IP BASE」:http://www.facebook.com/IPBASE/

 中小・ベンチャー企業の特許審査請求料や特許料を一律に軽減する制度を導入、特許減免申請の際の証
明書類を不要とする

 2020年７月「第２次地域知財活性化行動計画」
https://www.jpo.go.jp/support/chusho/koudoukeikaku.html

知財戦略構築のためのハンズオン支援、
独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）は47都道府県に設置された知財総合支援窓口におけるワン
ストップサービスの提供。
特許庁では、中小企業の経営課題の知財活用による解決を提案する「知財ビジネス提案書」の作成支援を
地域金融機関等に対して行っている。経営デザインシートなど
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https://ipbase.go.jp/learn/
https://ipbase.go.jp/assets/pdf/ipbase_case_study_1.pdf
https://ipbase.go.jp/assets/pdf/ipbase_case_study_2.pdf
https://www.jpo.go.jp/support/chusho/koudoukeikaku.html


ご清聴ありがとうございました

桜坂法律事務所 弁護士 林 いづみ
izumi.hayashi@sakurazakalaw.tokyo
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